





































































































































強く、そのほかの SME は小さかったのですが、大企業が分割されて小さい SME レベルになってくる
とともに同定度になってきています。
　協力するという関係からどのようなメリットが得られるという期待、これが非常に関係していると
いうことです。経営者の態度というものも非常に大きいといえます。ですから、経営者が変わればま
た協力できるかもしれない、ということです。
　３つ目は、政府自体が協力を促進するということと協力しようという行動との関係が非常に強いと
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いうことです。ベトナムでは各省の地方政府が工業団地をつくり、合弁企業等コラボレーションをし
て投資することを促進していますので、このような例を見ても政府の影響と非常に関係があると言え
るかと思います。
　すでに申し上げましたように、協力するかしないかに政府の政策が最も強くに影響する企業は国有
企業だったわけですが、その国有企業が分割されて小さな企業になったり、民営化されたりしていって、
もはや政府の政策の影響度が国有企業だから、大きな企業だから強いということではなくなり、だん
だんとほかの民間企業と同じような影響度に平準化されてきているということがわかりました。
　こうしなければならないという主観的な感じ方も協力するかどうかに非常に影響していると思います。
　特定のセクターに対して政府が「ぜひ来てください」と指示をする、サポートをすることによって
容易に協力関係ができるということはいまだによく見られることです。
　ありがとうございました。
  質疑応答
（質問者Ａ）　最初の講師の先生のお話をお伺いしていますと、ベトナムの発展は日本の昭和 20 年代、
30 年代に似ていると思います。アセンブリー産業が中心で、人件費が安くて、そのクオリティが
高いのでそれが成り立っていたのだと思います。しかし、今後、このままでいくとアセンブリー
産業というのは人件費の安いところを目指していきますから、ベトナムだけにとどまらず、どん
どん東南アジア等ほかに出て行くと思います。ですから、ベトナムが発展するためにはどういう
分野を次の育成産業にするのか、かつて日本は電機産業や自動車産業等が盛んでしたが、それら
はどんどん海外に出ていってしまいました。次の展開をどうするかを考えていないと、ベトナム
は発展できないのではないかと思います。それが１点です。
　全体的なことはよくわかったのですが、地域的にベトナムのどの分野がよく発展しているのか
がよく見えてきませんでしたので、それをお願いしたいと思います。
（専大・小林）　２番目のお話は地域でですか。
（質問者Ａ）　地域でです。
（バン・ホア副学長）　最初の質問に対するお答えは、ベトナムの賃金は上がっていっているけれども、
当面はそれほど高くはならないので心配はしていません。ただ、長期的にはどうかというと、周
辺国のバリューチェーンのハブとなることによってアセンブリーの、これは私（小林）の付け加
えになりますが、付加価値のあるところをベトナムに残して、そのバリューチェーンでもってやっ
ていけるのではないかと考えております。ベトナム自体も人口が９千万人になろうかというとこ
ろですので、国内市場も大きくなります。ですから、そういう付加価値の取れるところを残しな
がら、アセンブリーの蓄積も生かしながらやっていくというのが現実的なやり方ではないかと思
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います。
　ご存じのようにハノイ、ホーチミン、ダナンという３つの大都市があり、それらは現在でも非
常に発展しています。そして例えば東京であれば埼玉も千葉も神奈川も首都圏であるように、グ
レーター・ホーチミン、グレーター・ハノイのように、グレーター・ダナンになるかどうかはわ
かりませんが、外縁部に都市化が進んでいます。そういうかたちでこの３つの、特にホーチミン、
ハノイだと思いますが、そこを核にして、外縁部に広がった地域がいちばん発展していくのでは
ないかと考えております。
　ハノイ外縁部のバクニン省やタイグエン省などは、大きな外国企業が来て都市化が進んでいる
という例です。高速道路でつながっております。ありがとうございました。
（質問者Ｂ）　私の専門ではない立場で聞いておりまして、かなりベーシックな質問をお持ちの方がい
るのではないかと思いましたので、それらの方を代表して質問させていただければと思います。
　あまりにも簡単な質問かもしれませんが、日本の企業がベトナムに進出するときは絶対に合弁
会社をつくらなければいけないのでしょうか。これはかなりベーシックなところで、そのときに
日本の資本が 49％なのでしょうか、50％なのでしょうか、あるいはもしかしたらそれ以上日本企
業が出してもいいということがあるのかもしれませんが、いかがでしょうか。それが１つ目の質
問です。
　２つ目の質問ですが、もうすでに日本の大企業はベトナムに進出していると思いますので、そ
の大企業がどうするという話をしてもあまり意味がないと思いますので、日本の中小企業や中堅
企業がベトナムに進出するとき、相手の企業はどういう企業を考えたらいいのかということも大
事な質問かと思います。そのときに相手が国有企業ですとおそらく大きすぎて日本の中堅・中小
企業の相手にはならないかもしれませんが、今日お話された SME というベトナム企業がちょうど
その相手として対象になるのでしょうか。私も専門ではありませんのでよくわかりませんが、ベ
トナムにもいわゆるファミリービジネスの形でプライベートな大企業がすでにあるというふうに
聞いています。たぶん華僑の人たちがファミリーになっているのか、昔の南ベトナムの資本家の
人たちの企業なのか、そういう企業グループのようなものとジョイントするのがお勧めになるの
でしょうか。今日来ている方はそのあたりのところが聞きたいところではないかと思います。
　かなり基本的な質問ですから、どちらの先生でもお答えいただけると思います。
（バン・ホア副学長）　最初の質問からですが、日本の企業がベトナムに進出する際、合弁企業でなけ
ればいけないということはありません。100％子会社をつくっても大丈夫です。ただ、これは政府
の政策によって 100％は認めないというセクターもありますので、その政策次第でということにな
ります。資本比率も一般的にいって制限はありません。ただ、それも政策が絡んでまいります。
（グエン・グエン准教授）　セクターによって違います。重工業に出ようとするのであれば、ベトナム
にはプライベートセクターに重工業の企業はありませんので、それは国営企業あるいは元国営企
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業ということになりますから、カウンターパートは見つからないと思います。ただし、サービス
セクター等そのほかのセクターであれば民間の中小企業がありますので、組む相手を見つけるこ
とができると思います。
（専大・小林）　質問者Ｂの方がおっしゃっているのは、「どういう性格の」という意味もあったのでしょ
うか。ファミリービジネスと組むのは難しいという答えを引き出したかったのでしょうか。
（質問者Ｂ）　私のイメージで言っているのですが、大企業としての国営企業やファミリービジネスの
中でもすでに上場している大企業がありますので、日本の中小企業が組む相手としてはそういう
ところがいいのでしょうか、それとも今日の話題でいういわゆる中小企業と組むのがいいのでしょ
うか。つまり中小企業同士なのか、系列になっているいわゆるファミリービジネスのような大き
いところと小さいビジネスで組んだほうがいいのでしょうか。本当に出ていくとなったら、そう
いうところが大事なのではないかという質問でした。
（グエン・グエン准教授）　ファミリービジネスは家族で持っている持株会社の下にいろいろなビジネ
スの子会社がありますので、その１つ１つとは十分に組む可能性があるし、彼らも求めていると
思います。
